
施策の柱

３．介護・福祉サービスの充実・強化

R４

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ４ 対比

●居宅サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．訪問介護
１７５，２２２千円

３，３００人
１７６，７４２千円

３，３９６人
１４８，７１０千円

３，０３０人
１７１，３７７千円

３，０６９人
97

２．訪問入浴介護
１０，４９８千円

１８０人
１０，５７７千円

１８０人
１１，８０４千円

２２１人
１１，２７１千円

２４４人
107

３．訪問看護
６８，１８３千円

１，８８４人
７１，６９７千円

１，９５６人
８７，５０５千円

２，０２１人
９３，６５５千円

２，２１７人
131

４．訪問リハビリテーション
７，９７６千円

１９２人
８，０４０千円

１９２人
９，３４３千円

２３４人
９，８０２千円

２６２人
122

５．居宅療養管理指導
１６，４３５千円

１，８９６人
１７，０９０千円

１，９６８人
１９，４９９千円

３，１７９人
２２，３０２千円

３，５４４人
130

６．通所介護
７２８，１６８千円

７，７６４人
７４４，５６３千円

７，９５６人
６６９，８４４千円

７，６６３人
５８８，１１８千円

７，３８１人
79

７．通所リハビリテーション
１９３，０３８千円

２，７７２人
２０１，９４４千円

２，８８０人
１８０，００９千円

２，４４９人
１６６，９７０千円

２，４１１人
83

８．短期入所生活介護
２７８，７２１千円

２，５０８人
３００，０７４千円

２，６２８人
２５２，８６４千円

２，４５４人
２３６，９４２千円

２，４４１人
79

９．短期入所療養介護
（老健）

４，４６７千円
６０人

４，４０８千円
６０人

５，８２７千円
５２人

５，７８６千円
４７人

131

１０．短期入所療養介護
（病院等）

３，４８２千円
７２人

３，４８４千円
７２人

４，３７９千円
５４人

４，３１９千円
５６人

124

１１．福祉用具貸与
１２４，５０６千円

９，３６０人
１２９，７５１千円

９，７０８人
１２７，５７６千円

９，５６８人
１３３，３１２千円

９，５５２人
103

１２．特定福祉用具購入費
３，４７０千円

１３２人
３，４７０千円

１３２人
４，３２０千円

１５０人
４，２６１千円

１３９人
123
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Ｎｏ．

○
97～
101

●居宅サービス
計画額の約1～３割の増減となっ
ており、概ね計画のとおり。

介護・福祉
サービスの
基盤整備

施策 主な内容
目標 実績（見込含む）

国の評価区分

【大区分】　自立支援・介護予防・重度化防止

【中区分】　その他

【大区分】　介護給付適正化

自己
評価

評価及び課題
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R４

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ４ 対比
Ｎｏ． 施策 主な内容

目標 実績（見込含む） 自己
評価

評価及び課題

１３．住宅改修費
７，７２４千円

９６人
７，７２４千円

９６人
７，９６５千円

８１人
５，２４６千円

５９人
68

１４．特定施設入所者生活
介護

２３２，３４９千円
１，２２４人

２４１，９０９千円
１，２７２人

１５４，００２千円
８２１人

１７０，３９０千円
１，０１０人

70

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

給付費
利用延人数

％

２０８，６８５千円
１４，４７２人

２１３，９２２千円
１４，８０８人

１９９，１６８千円
１３，６５９人

１９８，８１２千円
１３，５１３人

93

●地域密着型サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

４７９千円
３人

２，９００千円
１２人

-

２．地域密着型通所介護
１５８，８３３千円

２，０８８人
１６６，４５６千円

２，１４８人
１３０，１１３千円

１，５４８人
１３７，９７９千円

１，６０２人
83

３．小規模多機能型居宅介
護

４９，７８１千円
２６４人

４９，８０９千円
２６４人

３２，８２０千円
１６９人

３２，１６５千円
１７３人

65

４．認知症対応型共同生活
介護

１４１，４４４千円
５６４人

１４７，６５２千円
５８８人

１３６，４６６千円
５６８人

１３６，９２６千円
５４３人

93

５．地域密着型老人福祉施
設入居者生活介護

２８３，１６２千円
１，０３２人

２８３，３１９千円
１，０３２人

２７２，１９９千円
１，０１０人

２７０，２２２千円
９８９人

95

●施設サービス
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
給付費

利用延人数
％

１．介護老人福祉施設
７３９，６４８千円

２，８０８人
７４０，０５８千円

２，８０８人
７１０，２９４千円

２，７２１人
７１５，１７０千円

２，７２５人
97

２．介護老人保健施設
３２４，７５７千円

１，１１６人
３２４，９３７千円

１，１１６人
３６８，５６０千円

１，２６８人
４３８，２９３千円

１，４５６人
135

３．介護療養型医療施設
８，７４０千円

２４人
８，７４４千円

２４人
４，２５４千円

１３人
４，２６４千円

１２人
49

４．介護医療院
４，３７１千円

１４人
１５，３１３千円

４３人
-
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○
97～
101

●居宅サービス
計画額の約1～３割の増減となっ
ており、概ね計画のとおり。

102・
103

104

●居宅介護支援
概ね計画のとおり

●地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護については、住所地特例者
の市外事業所の利用。

●施設サービス
介護療養型医療施設について
は、R6年3月の廃止に伴い利用
者は減少しており、介護医療院
の利用へと移行している。

介護・福祉
サービスの
基盤整備

101 ●居宅介護支援

3



R４

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ３ Ｒ４ 対比
Ｎｏ． 施策 主な内容

目標 実績（見込含む） 自己
評価

評価及び課題

105
介護・福祉
サービスの
基盤整備

養護老人ホームの利用人
数

14人 15人 9人 9人 60%

　老人ﾎｰﾑ入所判定審査につい
て、入所判定委員会により、適
正な決定が行われた。
　今後の課題として、虐待による
入所措置に際し居場所が特定さ
れないよう、入所先施設の候補
を増やす検討を要する。

〇

107
介護サービ
スの適正な
運営

自立支援及び重症化防止
のためのケアマネジメント
の確立

自立支援型地域ケ
ア会議開催：　15回
1会議2ケース検討

自立支援型地域ケ
ア会議開催：　17回
1会議2ケース検討

−

　1ケースの検討時間を約35分
程度確保し、専門職と共に｢心身
機能｣｢活動｣｢社会参加｣の要素
から検討し、自立支援や重症化
防止のためのケアマネジメント確
立に繋げる機会になった。
　R5年度は、モニタリング時のケ
アマネジャーの出席や、意見交
換の時間を設け、より充実した内
容で実施したい。

◎

107
介護サービ
スの適正な
運営

介護サービス事業者への
指導・監査の充実

１．地域密着型
サービス事業所：２
回

２．居宅介護支援
事業所：４回

１．地域密着型
サービス事業所：２
回

２．居宅介護支援
事業所：４回

１．地域密着型
サービス事業所：０
回

２．居宅介護支援
事業所：０回

１．地域密着型
サービス事業所：０
回

２．居宅介護支援
事業所：３回

75%

新型コロナウイルス感染症の影
響を考え、地域密着型サービス
事業所への指導監査は行わず、
居宅介護支援事業所のみ実施
した。

○

108
介護サービ
スの適正な
運営

社会福祉法人への監督 数値目標なし 数値目標なし 書面審査２件 － －

市内には２つの対象とする社会
福祉法人があり、令和４年度に
ついては、当初より指導の予定
なしである。

－

108
介護サービ
スの適正な
運営

介護給付適正化事業強化

１．認定調査状況のチェック
２．ケアプランの点検
３．住宅改修の点検
４．介護報酬の縦覧点検・
医療情報との突合
５．介護給付費通知

１．全数
２．年４回
３．全数
４．実施
５．年３回

１．全数
２．年４回
３．全数
４．実施
５．年３回

１．全数実施
２．未実施
３．月２回理学療法
士による点検及び
年１回程度現地確
認を実施。
４．国保連合会に
委託
５．年３回通知

１．全数実施
２．８事業所１６プラ
ン実施
３．月２回理学療法
士による点検及び
年１回程度現地確
認を実施。
４．国保連合会に
委託
５．年３回通知

100%
計画どおり実施できた。
次年度も引き続き介護サービス
適正化事業の強化を図る。

◎

- 3

自立支援型地域ケア会議で個別ケース
の検討を行い、ケアマネジメントの質の
向上を図って自立支援や重症化防止に
つなげる。

3


